
目 次 

 

Ⅰ 全体 

１ 諮問・答申件数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

２ 答申結果の分類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

３ 平均処理期間・審議回数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績・・・・・・・・・・・・・・３ 

５ インカメラ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

６ ヴォーンインデックス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

７ 特徴のある事件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

８ その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

９ 総会（委員の全員をもって構成する合議体）及び運営会議・・・・・７ 

１０ 各部会の調査審議回数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

 

Ⅱ 情報公開 

１ 諮問・答申件数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

２ 答申結果の分類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

３ 平均処理期間・審議回数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績・・・・・・・・・・・・・１０ 

５ インカメラ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

６ ヴォーンインデックス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

７ 特徴のある事件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

８ その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 

Ⅲ 個人情報保護 

１ 諮問・答申件数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

２ 答申結果の分類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

３ 平均処理期間・審議回数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績・・・・・・・・・・・・・１７ 

５ インカメラ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

６ ヴォーンインデックス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

７ 特徴のある事件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

８ その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

 



Ⅳ 付言の実績・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 



令和３年度の調査審議等の状況 

（令和３年４月～令和４年３月） 

Ⅰ 全体 

１ 諮問・答申件数 

令和３年度の諮問件数は１，１９５件，答申件数は１，００４件である。 

なお，平成１３年度から令和３年度までの総諮問件数は１９，４８６件，総答申件

数は１７，７３０件であり，令和３年度末時点で審議中の件数は１，０４０件である。 

○情報公開関連と個人情報保護関連の総計

［令和３年度］  （単位：件） 

諮問件数 答申件数 取下件数 

情報公開 ８１５ ７０２ ５０ 

個人情報保護 ３８０ ３０２ １４ 

合 計 １，１９５ １，００４ ６４ 

［令和３年度］   （単位：件） 

諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 １，０１３ ８３７ ５４ 

独立行政法人等 １８２ １６７ １０ 

合 計 １，１９５ １，００４ ６４ 

［平成１３年度～令和３年度］    （単位：件） 

諮問件数 

（a） 

答申件数 

（b） 

取下件数 

（c） 

審議中の件数 

（令和３年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １６，９７１ １５，４６０ ５６８ ９４３ 

独立行政法人等 ２，５１５ ２，２７０ １４８ ９７ 

合 計 １９，４８６ １７，７３０ ７１６ １，０４０ 

（注１）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

（注２）諮問件数等は，情報公開審査会（平成１７年４月１日の情報公開・個人情報保護審査会設置

法施行前の名称）の実績との累計である。以降，本資料において共通。 

１－１ 中間答申 

令和３年度においては，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２４条３項の規定

に基づく中間答申の実績はなかった。 

１－２ 取下げ 

令和３年度における諮問事件の取下げは，合計で６４件であり，その内訳は以下の

とおりである。 
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（取下げ件数及び理由の内訳）                              

諮問種別 行政機関 独立行政法人等 合計 

情報公開 ４５件 ５件 ５０件 

個人情報保護 ９件 ５件 １４件 

合計 ５４件 １０件 ６４件 

 

取下げ理由 件数   

不服申立人の自主的な取下げ ２５件  

審査会意見通知 ２０件  

全部開示 １件  

改めて開示決定等を実施 ３件  

却下 ８件  

その他 ７件  

合計 ６４件  

 

２ 答申結果の分類 

令和３年度に出された答申件数（１，００４件）のうち，諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，３４０件（３３．９％）であ

る。 

 

 情報公開 個人情報保護 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

５２件 

（７．４％） 

９件 

（３．０％） 

６１件 

（６．１％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

１９６件 

（２７．９％） 

８３件 

（２７．５％） 

２７９件 

（２７．８％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
３４０件 

（３３．９％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

４５４件 

（６４．７％） 

２１０件 

（６９．５％） 

６６４件 

（６６．１％） 

合計 
７０２件 

（１００％） 

３０２件 

（１００％） 

１，００４件 

（１００％） 

 
答申結果の分類 

情報公開       個人情報保護           合計 
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３ 平均処理期間・審議回数 

令和３年度の答申（１，００４件）について，平均処理期間は３７３．７日，平均

審議回数は２．６回であり，最短の事件では４９日で処理が終了しており（令和３年度

（行情）答申第５７６号），最長の事件では１，５２０日かかっている（令和３年度（行情）

答申第５９２号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．１回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は１０か月以内で答申を出

しており，全体の約４分の３は５００日以内に答申を出している。 

 
 

４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

令和３年度の答申（１，００４件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものはない。 

（３）令和３年度に不服申立人等の口頭意見陳述及び諮問庁の口頭説明の聴取を地

方において行った実績はない。 

（４）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。なお，審査会発足

以降の実績は，後掲の別表のとおりである。 

 

５ インカメラ 

令和３年度の答申（１，００４件）についてみると，対象文書又は対象保有個人情

報を見分したとの記載があるのは５５０件である。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象文

書等が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された

個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イ

ンカメラ審理を要しない場合がある。 

 

６ ヴォーンインデックス 

令和３年度の答申（１，００４件）についてみると，諮問庁から情報公開・個人情

報保護審査会設置法（以下「設置法」という。）９条３項の資料（ヴォーンインデック

ス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書等の内容を整理した資料を提出している場

合がある。 
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７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

 

（諮問）                             （単位：件） 

 情報公開 個人情報保護 合 計 

不存在事件 １８８ ６９ ２５７ 

存否応答拒否事件 ６７ １７ ８４ 

文書等の特定を争う事件 ６８ ３４ １０２ 

逆ＦＯＩＡ事件 １ ０ １ 

行政文書等非該当事件 ３ ２ ５ 

適用除外事件 １ ２２ ２３ 

その他事件 ４８７ ２３６ ７２３ 

合 計 ８１５ ３８０ １，１９５ 

（注１）「不存在事件」，「存否応答拒否事件」，「文書等の特定を争う事件」，「行政文書等非該当事件」， 

「適用除外事件」とは，当該特徴のみを争った諮問事件をいう。以降，本資料において共通。 

（注２）答申に至るまでに争点が変わることにより，分類が変わることがあるので，上記の数は変動す

ることがある。以降，本資料において共通。 

 

諮問件数     情報公開（８１５件）         個人情報保護（３８０件） 

 

合計（１，１９５件） 
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（答申）                             （単位：件） 

 答申件数 答申結果別の内訳 

情報 

公開 

個人情

報保護 
合 計 

妥当でない 

妥当 

である 

 全部を 

妥当で

ない 

一部妥

当でな

い 

不存在事件 １１５ ４０ １５５ １０ ８ ２ １４５ 

存否応答拒否事件 ５７ ３ ６０ ９ ７ ２ ５１ 

文書等の特定を争う事件 ５６ ２４ ８０ ９ ９ ０ ７１ 

逆ＦＯＩＡ事件 ２ ０ ２ １ ０ １ １ 

行政文書等非該当事件 １ ６ ７ ２ ０ ２ ５ 

適用除外事件 ０ １０ １０ ０ ０ ０ １０ 

その他事件 ４７１ ２１９ ６９０ ３０９ ３７ ２７２ ３８１ 

合 計 ７０２ ３０２ １，００４ ３４０ ６１ ２７９ ６６４ 

 

答申件数 

情報公開（７０２件） 

 
個人情報保護（３０２件） 

 
合計（１，００４件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答申結果別の内訳 

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」

（３４０件） 

 

「全部を妥当でない」（６１件） 

 

「妥当である」（６６４件） 
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７－１ 不存在事件 

不存在事件については，令和３年度で２５７件（情報公開１８８件，個人情報保護

６９件）の諮問を受け，令和２年度以前の諮問も含め，１５５件（情報公開１１５件，

個人情報保護４０件）について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，８件あり，情報公開関連が７件（注１），個人情報保護関連が１

件（注２）である。 

（注１）令和３年度（行情）答申第１４１号，第３３０号，第４５６号，第５４４号，第５７３号，

第５７４号及び第６１２号 

（注２）令和３年度（独個）答申第１７号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，令和３年度に８４件（情報公開６７件，個人情報保

護１７件）の諮問を受け，令和２年度以前の諮問も含め，６０件（情報公開５７件，

個人情報保護３件）について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，７件

あり，全て情報公開関連（注）である。 

（注）令和３年度（行情）答申第１３４号，第３４０号，第３５１号，第３５６号，第５０４号，第

５２０号及び第５２２号 

 

７－３ 文書・保有個人情報の特定を争う事件 

文書・保有個人情報の特定を争う事件については，令和３年度に１０２件（情報公

開６８件，個人情報保護３４件）の諮問を受け，令和２年度以前の諮問を含め，８０

件（情報公開５６件，個人情報保護２４件）について答申を出している。 

この文書等の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

９件あり，情報公開関連が８件（注１），個人情報保護関連が１件（注２）である。 

（注１）令和３年度（行情）答申第２５２号ないし第２５５号，第２５７号，第４００号，第４５２

号及び第６０３号 

（注２）令和３年度（独個）答申第３６号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，令和３年度に１件（情報公開１件，個人情報保護０

件）の諮問を受け，令和２年度以前の諮問を含め，２件（情報公開２件，個人情報保

護０件）について答申を出している。 

  

７－５ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，令和３年度に５件（情報公開３件，個人情報保

護２件）の諮問を受け，令和２年度以前の諮問を含め，７件（情報公開１件，個人情

報保護６件）について答申を出している。 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，令和３年度に２３件（情報公開１件，個人情報保護２２

件）の諮問を受け，令和２年度以前の諮問を含め，１０件（情報公開０件，個人情報

保護１０件）について答申を出している。 
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８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については，次の

とおりである。 

 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，１２件あり，情報公開関連が６件（注１），個人情報保護関連が６件（注

２）である。 

（注１）令和３年度（行情）答申第８１号，第１３４号，第１４０号及び第５５７号並びに令和３年

度（独情）答申第４４号及び第６６号 

（注２）令和３年度（行個）答申第２１号及び第７５号並びに令和３年度（独個）答申第２９号，第

５８号，第７１号及び第８４号 

 

８－２ 形式上の不備 

形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，１件あり，全て情報公開関連である（注）。 

（注）令和３年度（行情）答申第１４０号 

 

９ 総会（委員の全員をもって構成する合議体）及び運営会議 

 

９－１ 総会 

令和３年度は，設置法６条２項に基づく総会は開催しなかった。 

 

９－２ 運営会議 

令和３年度は，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２９条に基づく運営会議は

開催しなかった。 

 

１０ 各部会の調査審議回数 

各部会は，原則として毎週，定例日を定めて調査審議を行った。 

 

 調査審議回数 

第１部会 ３６回 

第２部会 ２７回 

第３部会 ３０回 

第４部会 ２５回 

第５部会 ２６回 
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（別表）答申の調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるもの 

 行情 独情 

平成１３年度 ５５  

平成１４年度 

８３，１６４，１８１，２７

９，３９５，４２６，４２７，

４２８，４２９，４３０，４６

９，５２７ 

 

平成１５年度 
３７０，４５４，５０９，５９

０，５９１ 
４４ 

平成１６年度 ３１９，４８８，５５５  

平成１７年度 
１２９，１３０，１３３，２３

０，２３１，４８８ 
９ 

平成１８年度   

平成１９年度  １０３ 

平成２０年度 ２６２  

平成２１年度 ２８８，３３０ ６，１０ 

平成２２年度   

平成２３年度   

平成２４年度 ５３７，５３８  

平成２５年度 ４２２  

平成２６年度   

平成２７年度   

平成２８年度   

平成２９年度   

平成３０年度   

令和元年度   

令和２年度   

令和３年度   

（注１） 数字は答申番号である。 

（注２） 個人情報保護について，該当する答申はない。 
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Ⅱ 情報公開 

 

１ 諮問・答申件数 

令和３年度の諮問件数は８１５件，答申件数は７０２件である。 

なお，平成１３年度から令和３年度までの総諮問件数は１５，４２８件，総答申件

数は１４，０８６件であり，令和３年度末時点での審議中の件数は７４３件である。 

 

 ○情報公開関連 

［令和３年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ７２３ ６２９ ４５ 

独立行政法人等 ９２ ７３ ５ 

合  計 ８１５ ７０２ ５０ 

 

［平成１３年度～令和３年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

（令和２年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １３，８４９ １２，６８８ ４８０ ６８１ 

独立行政法人等 １，５７９ １，３９８ １１９ ６２ 

合  計 １５，４２８ １４，０８６ ５９９ ７４３ 

 

 

２ 答申結果の分類 

令和３年度に出された答申件数（７０２件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，２４８件（３５．３％）である。 

 

 行政機関 独立行政法人等 合計 

諮問庁の判断は妥当で

ないとしたもの 

５０件 

（７．９％） 

２件 

（２．７％） 

５２件 

（７．４％） 

諮問庁の判断は一部妥

当でないとしたもの 

１７９件 

（２８．５％） 

１７件 

（２３．３％） 

１９６件 

（２７．９％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたも

の）  

２４８件 

（３５．３％） 

諮問庁の判断は妥当で

あるとしたもの 

４００件 

（６３．６％） 

５４件 

（７４．０％） 

４５４件 

（６４．７％） 

合 計 
６２９件 

（１００％） 

７３件 

（１００％） 

７０２件 

（１００％） 
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答申結果の内訳 

      行政機関         独立行政法人等 

 
 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

令和３年度の答申（７０２件）について，平均処理期間は３９１．９日，平均審議

回数は２．７回であり，最短の事件では４９日で処理が終了しており（令和３年度（行

情）答申第５７６号），最長の事件では１，５２０日かかっている（令和３年度（行情）答申

第５９２号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．１回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は１１か月以内で答申を出

しており，全体の約４分の３は５００日以内に答申を出している。 
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４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

令和３年度の答申（７０２件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものはない。 

（３）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。 
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５ インカメラ 

令和３年度の答申（７０２件）についてみると，対象文書を見分したとの記載があ

るのは４１５件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象

文書が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された

個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イ

ンカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 

令和３年度の答申（７０２件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料

（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を整理した資料を提出している場合

がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 １８８ １１５ ８ ７ １ １０７ 

存否応答拒否事件 ６７ ５７ ９ ７ ２ ４８ 

文書の特定を争う事件 ６８ ５６ ８ ８ ０ ４８ 

逆ＦＯＩＡ事件 １ ２ １ ０ １ １ 

行政文書等非該当事件 ３ １ ０ ０ ０ １ 

適用除外事件 １ ０ ０ ０ ０ ０ 

その他事件 ４８７ ４７１ ２２２ ３０ １９２ ２４９ 

合 計 ８１５ ７０２ ２４８ ５２ １９６ ４５４ 
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諮問件数（８１５件）          答申件数（７０２件） 

   

 

答申結果別の内訳 

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」（２４８件） 「全部を妥当でない」（５２件） 

  
 
 

「妥当である」（４５４件） 
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７－１ 不存在事件 

不存在事件については，令和３年度に１８８件の諮問を受け，令和２年度以前の諮

問も含め，１１５件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，７件（注）である。 

（注）令和３年度（行情）答申第１４１号，第３３０号，第４５６号，第５４４号，第５７３号，第

５７４号及び第６１２号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，令和３年度に６７件の諮問を受け，令和２年度以前

の諮問も含め，５７件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，７件

（注）である。 

（注）令和３年度（行情）答申第１３４号，第３４０号，第３５１号，第３５６号，第５０４号，第

５２０号及び第５２２号 
 

７－３ 文書の特定を争う事件 

文書の特定を争う事件については，令和３年度に６８件の諮問を受け，令和２年度

以前の諮問を含め，５６件について答申を出している。 

この文書の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

８件（注）である。 

（注）令和３年度（行情）答申第２５２号ないし第２５５号，第２５７号，第４００号，第４５２号

及び第６０３号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，令和３年度に１件の諮問を受け，令和２年度以前の答

申も含め，２件の答申を出している。 

 

７－５ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，令和３年度に３件の諮問を受け，令和２年度以

前の諮問も含め，１件の答申を出している。 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，令和３年度に１件の諮問を受けたが，答申は出していな

い。 

 

 

８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については次のと

おりである。 

 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，６件（注）である。 

（注）令和３年度（行情）答申第８１号，第１３４号，第１４０号及び第５５７号並びに令和３年度
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（独情）答申第４４号及び第６６号 

 

８－２ 形式上の不備 

形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，１件（注）である。 

（注）令和３年度（行情）答申第１４０号 
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Ⅲ 個人情報保護 

 

１ 諮問・答申件数 

令和３年度の諮問件数は３８０件，答申件数は３０２件である。 

なお，平成１７年度から令和３年度までの総諮問件数は４，０５８件，総答申件数は

３，６４４件であり，令和３年度末時点で審議中の件数は２９７件である。 

 

○個人情報保護関連 

[令和３年度]                   （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ２９０ ２０８ ９ 

独立行政法人等 ９０ ９４ ５ 

合  計 ３８０ ３０２ １４ 

 

     （単位：件） 

 行政機関 独立行政法人等 

諮問件数 答申件数 取下件数 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連 ２４２ １８３ ９ ８０ ８０ ５ 

訂正請求関連 ３０ １８ ０ １０ １４ ０ 

利用停止請求関連 １８ ７ ０ ０ ０ ０ 

合 計 ２９０ ２０８ ９ ９０ ９４ ５ 

 

 

［平成１７年度～令和３年度］                   （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

(令和２年度末) 

（a-b-c） 

行政機関 ３，１２２ ２，７７２ ８８ ２６２ 

 開示請求 ２，７９１ ２，４９２ ８２ ２１７ 

 訂正請求 ２２９ １９５ ４ ３０ 

 利用停止請求 １０２ ８５ ２ １５ 

独立行政法人等 ９３６ ８７２ ２９ ３５ 

 開示請求 ８０３ ７４３ ２６ ３４ 

 訂正請求 １０８ １０４ ３ １ 

 利用停止請求 ２５ ２５ ０ ０ 

合  計 ４，０５８ ３，６４４ １１７ ２９７ 

 開示請求 ３，５９４ ３，２３５ １０８ ２５１ 

 訂正請求 ３３７ ２９９ ７ ３１ 

 利用停止請求 １２７ １１０ ２ １５ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 
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２ 答申結果の分類 
令和３年度に出された答申件数（３０２件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないとし

たもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，９２件（３０．５％）である。 
 

 行政機関 独立行政法人等 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

５件 

（２．４％） 

４件 

（４．２％） 

９件 

（３．０％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

７４件 

（３５．６％） 

９件 

（９．６％） 

８３件 

（２７．５％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
９２件 

（３０．５％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

１２９件 

（６２．０％） 

８１件 

（８６．２％） 

２１０件 

（６９．５％） 

合 計 
２０８件 

（１００％） 

９４件 

（１００％） 

３０２件 

（１００％） 

 

答申結果の内訳 

行政機関        独立行政法人等 

    

 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

令和３年度の答申（３０２件）について，平均処理期間は３３１．５日，平均審議回

数は２．５回であり，最短の事件では５７日で処理が終了しており（令和３年度（独個）

答申第７５号），最長の事件では１，０５７日かかっている（令和３年度（行個）答申第７４

号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は，２．０回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は１０か月以内で答申を出し

ており，全体の約４分の３は４００日以内に答申を出している。 
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４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

令和３年度の答申（３０２件）についてみると，不服申立人等から口頭意見陳述を聴

取したとする記載のあるものはなく，諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のある

ものもない。また，調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものもない。 

 

 

５ インカメラ 

令和３年度の答申（３０２件）についてみると，対象保有個人情報を見分したとの記

載があるのは１３５件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象保有個人情報の見分」等と記載されている答申数である。

対象保有個人情報が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に

記入された個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の

性格上インカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 

令和３年度の答申（３０２件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料

（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的に，

あるいは事務局の要請に応じて対象保有個人情報の内容を整理した資料を提出している場合がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおりで

ある。 
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（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 ６９ ４０ ２ １ １ ３８ 

存否応答拒否事件 １７ ３ ０ ０ ０ ３ 

保有個人情報の特定を争う事件 ３４ ２４ １ １ ０ ２３ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

保有個人情報非該当事件 ２ ６ ２ ０ ２ ４ 

適用除外事件 ２２ １０ ０ ０ ０ １０ 

その他事件 ２３６ ２１９ ８７ ７ ８０ １３２ 

合 計 ３８０ ３０２ ９２ ９ ８３ ２１０ 

                                 

諮問件数（３８０件）         答申件数（３０２件） 
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答申結果別の内訳  

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」（９２件）  「全部を妥当でない」（９件）    

   

 

「妥当である」（２１０件） 

 
 

 

７－１ 不存在事件 

不存在事件については，令和３年度で６９件の諮問を受け，令和２年度以前の諮問も

含め，４０件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（個人情報が存在

するとしたもの等）は，１件（注）である。 

（注）令和３年度（独個）答申第１７号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，令和３年度に１７件の諮問を受け，令和２年度以前の

諮問も含め，３件について答申を出している。 

 

７－３ 保有個人情報の特定を争う事件 

保有個人情報の特定を争う事件については，令和３年度に３４件の諮問を受け，令和

２年度以前の諮問を含め，２４件について答申を出している。 

この保有個人情報の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたも

のは，１件（注）である。 

（注）令和３年度（独個）答申第３６号 
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７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 
処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，令和３年度に諮問を受けておらず，答申も出していな

い。 

 

７－５ 保有個人情報非該当事件 

保有個人情報非該当事件については，令和３年度に２件の諮問を受け，令和２年度以

前の諮問も含め，６件の答申を出している。 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，令和３年度に２２件の諮問を受け，令和２年度以前の諮問

を含め，１０件について答申を出している。 

 

 

８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については，次の

とおりである。 

 

○ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきとし

た答申は，６件（注）である。 

（注）令和３年度（行個）答申第２１号及び第７５号並びに令和３年度（独個）答申第２９号，第５８

号，第７１号及び第８４号 
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Ⅳ  付言の実績 

当審査会では，答申において，諮問庁（又は処分庁）における情報公開・個人情報保護

制度の運用が不適切である場合や，同制度の運用そのものの問題ではないとしても，同制

度の円滑かつ適切な運用を行うために必要な措置について付言を行うことがある。 

令和３年度の答申を整理すると，２０２件の答申において付言がみられ，開示決定等の

理由の提示など１３の項目にわたって意見が述べられている。 

主な項目別件数としては，開示決定等の理由の提示に関する付言（８６件）が最も多く，

続いて，開示決定等における対象文書の表記に関する付言（５１件），諮問の遅れ・早期

諮問に関する付言（３６件），開示・不開示の判断に関する付言（１３件），情報提供に関

する付言（１３件）などという順になっている。 

各項目の主な付言の該当部分は，以下のとおりである。 

（注） 一つの答申において，複数の項目にわたって付言しているものもある。 

 

１） 開示決定等の理由の提示について付言したもの（８６件） 

・ 原処分の不開示理由について，「文書の存在が確認できないため」と記載されている

ところ，一般に文書の不存在を理由とする不開示決定に際しては，単に対象文書を保有

していないという事実だけでは足りず，対象文書を作成又は取得していないのか，ある

いは作成又は取得した後に廃棄又は亡失したのか等，当該文書が存在しないことの要因

についても理由として付記することが求められる。 

したがって，原処分における理由付記は，行政手続法８条１項の趣旨に照らし，適切

さを欠くものであるといわざるを得ず，処分庁においては，今後の対応においては，上

記の点につき留意すべきである。 

（令和３年度（行情）答申第２７号） 

・ 理由の提示の制度は，処分庁の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑制すると

ともに，処分の理由を相手方に知らせて不服申立てに便宜を与える趣旨から設けられて

いるものであり，かかる趣旨に照らせば，開示決定等における不開示部分とその示し方

については，本来，開示実施文書と照合せずとも，原処分の開示決定通知書において提

示された理由の記載から，不開示部分とその不開示の理由が明確であることが望ましい。 

本件について見ると，本件開示決定通知書の「不開示とした理由」に係る記載は，法

５条４号ニの規定をそのまま引用するにとどまっており，本件開示決定通知書の記載の

みでは，不開示部分に記載されている情報や当該部分を不開示とした具体的な理由が，

明確に示されているとはいえない。 

上記のような記載の方法は，開示請求者が開示実施文書を入手し，開示された部分を

検討することによって，ようやく不開示の理由を推測できる程度のものであって，理由

提示を必要とする行政手続法８条１項の趣旨に照らし，適切さを欠くものである。 

（令和３年度（独情）答申第５０号） 

など 

 

21



２）開示決定等における対象文書の表記について付言したもの（５１件） 

・ 処分庁は，本件開示請求を受けて特定した行政文書の名称として，本件開示請求書の

記載内容と同一の文言を本件開示決定通知書に引き写して原処分を行ったが，その結果，

「開示する行政文書の名称」には処分庁が作成していないとする「上申書」が含まれて

いる。本来，特段の支障がない限り，開示決定通知書には，特定した文書の名称等を具

体的に記載するべきであり，処分庁においては，今後，この点に留意して適切に対応す

ることが望まれる。 

（令和３年度（行情）答申第１８８号） 

・ 原処分２，原処分３及び原処分５における保有個人情報不開示決定通知書の「開示請

求に係る保有個人情報の名称等」欄には，「（中略）外 計１２件」，「（中略）外 計２

件」，「（中略）外 計２５件」と，特定した保有個人情報の一部のみの名称が記載され，

その余の保有個人情報の名称が省略されており，原処分でいかなる保有個人情報が特定

されたのか明確とはいえない。 

本来，特段の支障がない限り，開示決定等通知書には，特定した保有個人情報の名称

等を具体的に記載すべきであり，処分庁においては，今後，この点に留意して適切に対

応されたい。 

（令和３年度（独個）答申第２０号ないし同第２４号） 

など 

 

３）諮問の遅れ・早期諮問について付言したもの（３６件） 

・ 本件諮問は，異議申立て後，約１４年１０か月が経過してから行われている。 

上記の点につき，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁から，

法施行後，本件を含め短期間に大量の情報公開請求が外務省に対して行われ，その後の

開示決定に対し多くの異議申立てがあり，当審査会に対し案件ごとに調査・検討の上，

順次諮問を行ってきたため，また，原処分及び本件異議申立ての後に外務省の報償費関

連文書に関する別件の不開示決定が争われた裁判の判決が確定し，その内容等を精査す

る必要があったため，時間を要したとの説明があった。しかしながら，本件異議申立て

の趣旨及び理由に照らしても，諮問を行うまでにこれほどまでの長期間を要するものと

は到底考え難く，本件諮問は，遅きに失したといわざるを得ない。 

このような対応は，「簡易迅速な手続」による処理とはいえず，行政不服審査制度の

存在意義を否定しかねない極めて不適切なものである。諮問庁においては，今後，開示

決定等に対する不服申立事件における処理に当たって，迅速かつ的確な対応が強く望ま

れる。 

（令和３年度（行情）答申第３０８号ないし同第３１６号） 

など 

 

４）開示・不開示の判断について付言したもの（１３件） 

・ 原処分において，処分庁は，本件不開示部分を不開示とした理由として，著作権法４

２条１項を掲げているが，上記２（２）のとおり，同項は，法に基づく開示決定等を行
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う際に不開示の根拠として掲げられる規定ではない。 

処分庁においては，今後の開示決定等に当たり，全部又は一部を不開示とする場合に

は，法５条各号を始めとする適切な不開示理由を掲げるよう留意されたい。 

（令和３年度（行情）答申第３９４号） 

・ 本件開示請求に対し，処分庁は，本件対象文書を特定した上で，全部不開示とする原

処分を行ったが，これは，上記２（２）の諮問庁の説明によると，プレスリリースによ

り特定監督署が関連事実を公にしていたことを踏まえたものである。 

しかし，仮に関連事実が公にされていることを踏まえるのであれば，処分庁としては，

プレスリリースにより公にされている情報に照らして，本件対象文書について開示・不

開示の検討を具体的に行わなければならなかったものと考えられる。原処分の妥当性に

ついての当審査会の判断は，上記２（４）のとおりであるが，原処分及びその不開示決

定通知書の記載については，処分としての一貫性に欠ける点があるものと思料されると

ころから，処分庁においては，今後，適切な対応が望まれる。 

（令和３年度（行情）答申第４１９号） 

など 

 

５）情報提供について付言したもの（１３件） 

・ 本件各開示請求は，法３条の規定に基づくものであり，行政機関の保有する個人情報

の保護に関する法律（以下「行個法」という。）１２条１項の規定に基づくものではな

いが，本件各開示請求書の記載からすると，審査請求人本人に係る情報の開示を求める

ものであることは明白である。これについて，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認

させたところ，処分庁は，以前のことであり記憶は定かでないものの，行個法に基づく

請求も可能であるとは案内しなかった模様であるとのことであり，現状において審査請

求人は，行個法に基づく開示請求は行っていないとのことである。 

そうすると処分庁は，行個法に基づく開示請求をするよう教示すべきであったといえ

る。今後，開示請求に係る事務手続において，必要に応じて適切な教示をするなど，的

確な対応が望まれる。 

（令和３年度（行情）答申第４２３号ないし同第４２６号） 

・ 本件においては，諮問庁も説明するとおり，原処分時には本件対象文書が既に作成さ

れていたのは明らかであるから，処分庁としては，原処分を行う前に，審査請求人に対

し，本件対象文書が作成されている旨の情報提供をするなど，今後はより適切な対応を

行うことが望まれる。 

（令和３年度（独情）答申第１号） 

など 

 

６）開示決定等通知書の不適切な記載について付言したもの（９件） 

・ 諮問書に添付された令和３年２月１２日付け財文第３４号による不開示決定通知書に

ついて，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，当該不開示決定通知書

に２箇所誤記が認められたため，同年４月２３日付け同第１１３号による不開示決定取

23



消通知書によりこれを取り消すとともに，同日付けで原処分を行ったとのことであった。

原処分に至る過程においては，処分庁において慎重さに欠ける不適切な対応があったと

いわざるを得ず，今後，開示決定等に当たっては，同様の事態を生じさせないよう，正

確かつ慎重な対応が望まれる。 

（令和３年度（行情）答申第５６８号） 

など 

 

７）文書等の特定について付言したもの（５件） 

・ 本件審査請求は，上記２（１）イのとおり，そもそも「２０１６年」に係る文書の開

示請求に対し，処分庁が「２０１６年度」と誤認して，その全部を開示する先行処分を

行ったことにより，それを取り消して全部不開示とした原処分に対し，審査請求人が疑

念を抱き行われたものと考えられるところ，これは処分庁が開示請求に係る文書の特定

を漫然と行ったことによるものと解するほかなく，今後，文書の特定に際しては，この

ようなことのないように慎重に行うべきである。 

（令和３年度（独情）答申第５４号） 

など 

 

８）開示決定の迅速・的確化について付言したもの（５件） 

・ 本件対象文書のうち，文書１及び文書３は，上記２（１）のとおり，処分庁の情報公

開請求の担当である公文書監理室が，開示を求める行政文書を特定する手掛かりとする

ために，審査請求人に対し連絡をとった際，審査請求人から，文書１及び文書３につい

ては，文書２の転落事故に関する一連の請求である旨の回答があったことから，文書１

及び文書３についても，存否応答拒否としたものと認められる。 

このような場合においては，法８条の規定の趣旨に照らせば，特定の個人の氏名が記

載された本件事故に関する一連の請求であることを知ったのであるから，行政文書の存

否について応答を拒否される可能性があることを承知した上でのものかどうかの確認を

行うなど，適切な配慮をすることが望まれるところであり，処分庁においては，今後の

開示請求への対応に当たり，適切な対応に留意すべきである。 

（令和３年度（行情）答申第１２０号） 

など 

 

９）開示の実施手続について付言したもの（４件） 

・ 本件対象文書のうち，通番１３，通番４３及び通番４４で不開示とされている文書に

ついて，原処分において当該文書のうち一部が削除された形で開示されていることから，

この点について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，通番１３及び

通番４４については，下部の頁数以外は白紙であるため，通番４３については，頁単位

で全て黒塗り状態のものが数頁にわたるため，閲覧資料の簡素化等の観点から，これを

省略して提出する措置を行ったとのことであった。 

情報公開制度における開示の実施は文書単位で行うものであり，その一部でも削除し
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た形にした場合，開示請求者には，当該部分に情報が存するのかも不明となり，不服の

判断等に支障を与える可能性も想定できることから，このような開示の実施は避けるべ

きであり，今後，処分庁においては，適切に対応することが強く望まれる。 

（令和３年度（行情）答申第６１８号） 

など 

 

１０）補正に関する対応について付言したもの（４件） 

・ 本件開示請求文言（上記第１冒頭）は，対象である「相談」事案の内容や相談時期等

が特定されていない。本件審査請求において諮問庁が結果として本件開示請求に係る文

書を特定したとはいえ，原処分における判断の誤りは，開示請求文言に曖昧さを残した

まま，趣旨確認や補正の手続等も経ずに原処分が決定されたことにもその一因がある。

処分庁においては，今後，開示請求者に参考となる情報を提供するなどした上で，開示

請求の対象となる保有個人情報を特定するに足りるよう適切に補正等を行った上で，法

に基づく処分を行うことが望まれる。 

（令和３年度（行個）答申第５８号） 

など 

 

１１）審査会への対応について付言したもの（３件） 

・ 本件については，当審査会が情報公開・個人情報保護審査会設置法９条１項の規定に

基づくインカメラ文書の提示を諮問庁に求め，再三にわたり督促したにもかかわらず，

閲覧制限申立てが行われていたこと等を理由として，諮問から２年以上（閲覧制限申立

てについての裁判確定後も１年１０か月）の間，提示がされなかった。閲覧制限申立て

の対象は裁判所書記官の管理する訴訟記録であり，行政文書に及ぶものではない（上記

３（２）イ（ウ））上，当審査会は，諮問庁から提示されるインカメラ文書に基づいて

審議するものであり，その提示の著しい遅滞は，当審査会の審議に多大な支障を生じさ

せるものである。 

諮問庁においては，今後，法の制度趣旨を十分に理解し，インカメラ文書の提示につ

いての迅速かつ適切な対応に努める必要がある。 

（令和３年（行情）答申第３号ないし同第５号） 

など 

 

１２）文書管理について付言したもの（２件） 

・ 上記３（１）ウ（ウ）のとおり，原処分において，保存期間満了により廃棄し，不存

在とした文書が，本件諮問後の探索により，廃棄されずに保存されていたことが判明し

たことは，国土交通省において文書管理が適切に行われていなかったことに加え，原処

分時及び諮問時の文書探索が十分でなかったといわざるを得ない。処分庁においては，

文書管理を適切に行うとともに，開示請求に係る文書の特定に当たっては，十分な探索

を行うことが望まれる。 

（令和３年度（行情）答申第５０５号） 
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など 

 

１３）その他（５件） 

・ 処分庁は，当初処分の前に本件対象文書の保存期間等について審査請求人に対して誤

った説明を行い，当初処分においても不開示の理由に誤った記載をしたことから，当初

処分を取り消し，改めて原処分を行った。また，当審査会事務局職員をして諮問庁に詳

細を尋ねさせたところ，当初処分及び原処分を行う前に，審査請求人に対して当該説明

の誤り及びその訂正等について説明をしていないとのことである。 

保存期間が満了すれば廃棄していなくとも行政文書を保有していないことになる旨の

法２条２項について誤った説明をしたことを含め，上記のような対応は，行政機関に対

する不信感を惹起させ，審査請求人の開示請求権を侵害しかねないものである。処分庁

は，今後，同様のことがないよう，法の規定を踏まえて適切に対応する必要がある。 

（令和３年度（行情）答申第３３７号） 

・ 審査請求人は，諮問庁からの諮問通知が遅れ，当審査会から各理由説明書の送付を受

けて同人が諮問庁に督促した後に通知を受けた旨主張する（上記第２の２（２）ウ）。

当審査会において各意見書に添付された資料を確認したところ，審査請求人の主張が裏

付けられた。諮問通知は，法１９条２項１号に基づく手続であり，諮問庁においては，

今後，規定を踏まえ，より一層適切に法の施行に当たることが望まれる。 

（令和３年度（行情）答申第４７９号及び同第４８０号） 

など 
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【参考】令和３年度に付言を行った答申一覧 

区  分 答 申 番 号 

１）開示決定等の理由の提示につ

いて付言したもの（８６件） 

 

令和３年度（行情）答申第２号 

令和３年度（行情）答申第３号 

令和３年度（行情）答申第４号 

令和３年度（行情）答申第５号 

令和３年度（行情）答申第２７号 

令和３年度（行情）答申第２８号 

令和３年度（行情）答申第６８号 

令和３年度（行情）答申第６９号 

令和３年度（行情）答申第８６号 

令和３年度（行情）答申第９２号 

令和３年度（行情）答申第９４号 

令和３年度（行情）答申第９８号 

令和３年度（行情）答申第１５０号 

令和３年度（行情）答申第１６６号 

令和３年度（行情）答申第１６７号 

令和３年度（行情）答申第２１３号 

令和３年度（行情）答申第２１７号 

令和３年度（行情）答申第２４９号 

令和３年度（行情）答申第３１７号 

令和３年度（行情）答申第３７４号 

令和３年度（行情）答申第３７５号 

令和３年度（行情）答申第３８２号 

令和３年度（行情）答申第３９９号 

令和３年度（行情）答申第４２８号 

令和３年度（行情）答申第４３５号 

令和３年度（行情）答申第４５３号 

令和３年度（行情）答申第４５４号 

令和３年度（行情）答申第４８１号 

令和３年度（行情）答申第４８２号 

令和３年度（行情）答申第４８３号 

令和３年度（行情）答申第４８４号 

令和３年度（行情）答申第５０２号 

令和３年度（行情）答申第５０６号 

令和３年度（行情）答申第５１９号 

令和３年度（行情）答申第５３２号 

令和３年度（行情）答申第５５１号 

令和３年度（行情）答申第５５２号 
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令和３年度（行情）答申第５５９号 

令和３年度（行情）答申第５６０号 

令和３年度（行情）答申第５７６号 

令和３年度（行情）答申第５８３号 

令和３年度（行情）答申第６１９号 

令和３年度（行情）答申第６２０号 

令和３年度（行情）答申第６２３号 

令和３年度（行情）答申第６２５号 

令和３年度（独情）答申第１６号 

令和３年度（独情）答申第１７号 

令和３年度（独情）答申第１８号 

令和３年度（独情）答申第３０号 

令和３年度（独情）答申第３１号 

令和３年度（独情）答申第３２号 

令和３年度（独情）答申第３３号 

令和３年度（独情）答申第３４号 

令和３年度（独情）答申第３５号 

令和３年度（独情）答申第３６号 

令和３年度（独情）答申第３７号 

令和３年度（独情）答申第３８号 

令和３年度（独情）答申第３９号 

令和３年度（独情）答申第４０号 

令和３年度（独情）答申第４１号 

令和３年度（独情）答申第４４号 

令和３年度（独情）答申第４９号 

令和３年度（独情）答申第５０号 

令和３年度（独情）答申第５８号 

令和３年度（行個）答申第６号 

令和３年度（行個）答申第８号 

令和３年度（行個）答申第１２号 

令和３年度（行個）答申第１４号 

令和３年度（行個）答申第１５号 

令和３年度（行個）答申第３３号 

令和３年度（行個）答申第５６号 

令和３年度（行個）答申第１６６号 

令和３年度（行個）答申第１６７号 

令和３年度（独個）答申第２７号 

令和３年度（独個）答申第２８号 

令和３年度（独個）答申第５０号 
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令和３年度（独個）答申第５１号 

令和３年度（独個）答申第５３号 

令和３年度（独個）答申第５４号 

令和３年度（独個）答申第５５号 

令和３年度（独個）答申第５６号 

令和３年度（独個）答申第５７号 

令和３年度（独個）答申第７８号 

令和３年度（独個）答申第８０号 

令和３年度（独個）答申第８５号 

令和３年度（独個）答申第８６号 

２）開示決定等における対象文書

の表記について付言したもの（５

１件） 

令和３年度（行情）答申第９号 

令和３年度（行情）答申第１０号 

令和３年度（行情）答申第８１号 

令和３年度（行情）答申第１８８号 

令和３年度（行情）答申第２０８号 

令和３年度（行情）答申第２３６号 

令和３年度（行情）答申第２８５号 

令和３年度（行情）答申第４４３号 

令和３年度（行情）答申第４４４号 

令和３年度（行情）答申第４４５号 

令和３年度（行情）答申第４４６号 

令和３年度（行情）答申第４４７号 

令和３年度（行情）答申第４４８号 

令和３年度（行情）答申第４４９号 

令和３年度（行情）答申第４５０号 

令和３年度（行情）答申第４５１号 

令和３年度（行情）答申第５０７号 

令和３年度（行情）答申第５１１号 

令和３年度（行情）答申第５８７号 

令和３年度（行情）答申第５８８号 

令和３年度（行情）答申第５８９号 

令和３年度（行情）答申第５９０号 

令和３年度（行情）答申第５９１号 

令和３年度（行情）答申第６１９号 

令和３年度（独情）答申第２０号 

令和３年度（独情）答申第２１号 

令和３年度（独情）答申第２２号 

令和３年度（独情）答申第２３号 

令和３年度（独情）答申第５１号 
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令和３年度（独情）答申第５２号 

令和３年度（独情）答申第５３号 

令和３年度（独情）答申第６３号 

令和３年度（行個）答申第１号 

令和３年度（行個）答申第２１号 

令和３年度（行個）答申第８８号 

令和３年度（行個）答申第８９号 

令和３年度（行個）答申第１２３号 

令和３年度（行個）答申第１４２号 

令和３年度（行個）答申第１６３号 

令和３年度（独個）答申第２１号 

令和３年度（独個）答申第２２号 

令和３年度（独個）答申第２４号 

令和３年度（独個）答申第３０号 

令和３年度（独個）答申第３１号 

令和３年度（独個）答申第３２号 

令和３年度（独個）答申第４４号 

令和３年度（独個）答申第４８号 

令和３年度（独個）答申第６３号 

令和３年度（独個）答申第６５号 

令和３年度（独個）答申第８５号 

令和３年度（独個）答申第８６号 

３）諮問の遅れ・早期諮問につい

て付言したもの（３６件） 

令和３年度（行情）答申第３４号 

令和３年度（行情）答申第４０号 

令和３年度（行情）答申第４１号 

令和３年度（行情）答申第２４８号 

令和３年度（行情）答申第２６６号 

令和３年度（行情）答申第２６７号 

令和３年度（行情）答申第３０８号 

令和３年度（行情）答申第３０９号 

令和３年度（行情）答申第３１０号 

令和３年度（行情）答申第３１１号 

令和３年度（行情）答申第３１２号 

令和３年度（行情）答申第３１３号 

令和３年度（行情）答申第３１４号 

令和３年度（行情）答申第３１５号 

令和３年度（行情）答申第３１６号 

令和３年度（行情）答申第３４２号 

令和３年度（行情）答申第３６４号 
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令和３年度（行情）答申第４３８号 

令和３年度（行情）答申第４４４号 

令和３年度（行情）答申第４４５号 

令和３年度（行情）答申第４４６号 

令和３年度（行情）答申第４４７号 

令和３年度（行情）答申第４４８号 

令和３年度（行情）答申第４４９号 

令和３年度（行情）答申第４５０号 

令和３年度（行情）答申第４５１号 

令和３年度（行情）答申第５１８号 

令和３年度（行情）答申第６２８号 

令和３年度（独情）答申第５６号 

令和３年度（独情）答申第５７号 

令和３年度（行個）答申第１９号 

令和３年度（行個）答申第２４号 

令和３年度（行個）答申第６９号 

令和３年度（行個）答申第７１号 

令和３年度（行個）答申第７２号 

令和３年度（行個）答申第７３号 

４）開示・不開示の判断について

付言したもの（１３件） 

令和３年度（行情）答申第３９４号 

令和３年度（行情）答申第４１９号 

令和３年度（行情）答申第４２０号 

令和３年度（行情）答申第５６１号 

令和３年度（行情）答申第５８７号 

令和３年度（行情）答申第５８８号 

令和３年度（行情）答申第５８９号 

令和３年度（行情）答申第５９０号 

令和３年度（行情）答申第５９１号 

令和３年度（行個）答申第５６号 

令和３年度（行個）答申第９８号 

令和３年度（行個）答申第１１８号 

令和３年度（行個）答申第１９９号 

５）情報提供について付言したも

の（１３件） 

 

令和３年度（行情）答申第４２３号 

令和３年度（行情）答申第４２４号 

令和３年度（行情）答申第４２５号 

令和３年度（行情）答申第４２６号 

令和３年度（行情）答申第４７９号 

令和３年度（行情）答申第４８０号 

令和３年度（行情）答申第４８１号 
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令和３年度（行情）答申第４８２号 

令和３年度（行情）答申第４８３号 

令和３年度（行情）答申第４８４号 

令和３年度（行情）答申第５８１号 

令和３年度（独情）答申第１号 

令和３年度（行個）答申第１５号 

６）開示決定等通知書の不適切な

記載について付言したもの（９

件） 

令和３年度（行情）答申第２９１号 

令和３年度（行情）答申第３６５号 

令和３年度（行情）答申第４９１号 

令和３年度（行情）答申第５６８号 

令和３年度（行情）答申第６０５号 

令和３年度（行個）答申第５号 

令和３年度（行個）答申第１６６号 

令和３年度（行個）答申第１６７号 

令和３年度（独個）答申第５８号 

７）文書等の特定について付言し

たもの（５件） 

令和３年度（行情）答申第１５４号 

令和３年度（行情）答申第４００号 

令和３年度（行情）答申第４５２号 

令和３年度（行情）答申第５０５号 

令和３年度（独情）答申第５４号 

８）開示決定の迅速・的確化につ

いて付言したもの（５件） 

令和３年度（行情）答申第１２０号 

令和３年度（行情）答申第５５３号 

令和３年度（独情）答申第５４号 

令和３年度（行個）答申第２８号 

令和３年度（行個）答申第１５３号 

９）開示の実施手続について付言

したもの（４件） 

令和３年度（行情）答申第２１０号 

令和３年度（行情）答申第４１５号 

令和３年度（行情）答申第５４７号 

令和３年度（行情）答申第６１８号 

１０）補正に関する対応について

付言したもの（４件） 

令和３年度（行情）答申第４４３号 

令和３年度（行情）答申第５０９号 

令和３年度（行情）答申第５１４号 

令和３年度（行個）答申第５８号 

１１）審査会への対応について付

言したもの（３件） 

令和３年度（行情）答申第３号 

令和３年度（行情）答申第４号 

令和３年度（行情）答申第５号 

１２）文書管理について付言した

もの（２件） 

令和３年度（行情）答申第５０５号 

令和３年度（行情）答申第５７６号 
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１３）その他（５件） 令和３年度（行情）答申第３３７号 

令和３年度（行情）答申第４１３号 

令和３年度（行情）答申第４７９号 

令和３年度（行情）答申第４８０号 

令和３年度（独個）答申第５８号 

（注） 令和３年度（行情）答申第３号ないし第５号，第４４３号ないし第４５１号，第４７９号ないし

第４８４号，第５０５号，第５７６号，第５８７号ないし第５９１号，第６１９号及び令和３年度

（独情）答申第５４号並びに令和３年度（行個）答申第１５号，第５６号，第１６６号，第１６７

号及び令和３年度（独個）答申第５８号，第８５号，第８６号においては，複数の項目にわたって

付言している。 

33




